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世界水準の DMOのあり方について 

－組織のマネジメントからみた世界水準の DMO－ 

近畿大学経営学部 

                    教 授 高 橋 一 夫 

 

１．日本版 DMO組成の経緯と世界水準の DMO政策 

 2014年 12月に発表された「まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、地

域の観光振興による地域活性化に向けて「効率的な事業を継続的に推進する主

体（日本版 DMO）が必要」として、観光振興の主体となるべき組織を DMO

（Destination Management/Marketing Organization、だと提示した。翌年には当時の

石破地域創生大臣が「日本再興戦略（アクションプラン）」の中で、「日本の観光

のトップランナーとしてふさわしい地域の中から世界に通用する観光地域づく

りとマーケティングを行う官民一体の観光地経営体（日本版 DMO）を選定し、

政策資源を集中的に投入する」と発表し、日本各地で日本版 DMO形成の議論が

全国で高まった。 

その後、「まち・ひと・しごと創生基本方針 2015」では、「欧米の先進事例も

踏まえ、望ましい機能を備えた日本版 DMO を早急に育成」するとし、欧米の

DMO のあり方を参考にしながら DMO に必要な機能とは何かを整理するとし

た。また、「日本再興戦略 2016」及び「観光立国推進基本計画 2017」において、

「世界水準の DMOの形成・育成」についての言及が見られた。 

 なぜ、内閣府や観光庁は、従来のやり方ではなく、地域の観光振興の舵取り役

として積極的に DMOを取り上げてきているのか。上述のように国は、欧米の先

進事例も踏まえ、2020 年までに世界水準の DMO を全国で 100 組織形成すると

して、DMO 法人の登録を進めている。もともと DMO は欧米の観光振興組織の

概念であり、日本の各地に存在する観光協会などの観光振興組織と何が違うの

かを明らかにすることが必要である。 

 

２．DMOの３つのマネジメント 

 実は欧米 DMOの機能は日本の観光協会などと大きな違いはない。観光客に向

けて情報発信を中心にマーケティングを行い、一方で受け入れ体制を整備する

エリアマネジメントを行うことは UNWTO（世界観光機関）のレポートにも著さ

れている（“ A Practical Guide to Tourism Destination Management” 2007）。しかし、

その機能が生み出す成果に差があるからこそ、国は DMOの導入を進めていると

考えるのが妥当である。そして、その差を生み出すのが「DMOの組織マネジメ

ント」そのものにあることも欧米と日本の比較研究の中で明らかになった。 

 DMOに関するマネジメントは、図１．のように 3つの領域が存在する。①は
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内外の観光客を誘致するマーケティング・マネジメントで、特に(ⅰ)効果的なプ

ロモーション、(ⅱ)観光地のイメージを高める地域ブランディング、(ⅲ)地域の

企業との連携によるデスティネーション・マーケティングなどが該当する。近年

はWeb、SNS を中心にデジタルマーケティングに力が注がれている。 

②は観光地域のエリアマネジメントで、観光目的地を構成する要素（観光資源

の魅力向上・清潔感・安全性・アクセス（二次交通）の利便性向上・人的資源・

街の雰囲気づくりなど）のマネジメントや観光関連事業者とのパートナーシッ

プ、利害関係者管理が行われている。観光客の受け入れとともに観光消費を促し、

地域内での域内調達率を高め経済効果が各所に波及するようにしなければなら

ない。 

③は DMO 組織そのもののマネジメントで、DMO の組織設計、リーダーシッ

プ、働く職員のモチベーション、雇用と報酬などがこれにあたる。①と②は DMO

が関係者から結果を求められることであり、③はその結果を生み出す組織経営

の仕組みといえよう。しかし、日本の観光協会等は、組織そのもののマネジメン

トが行政や企業組織では当たり前のマネジメントができていないのである。 

 

 
図１．DMOに関する 3つのマネジメント 

出所：筆者作成 

 

３．組織マネジメントの違い 

 筆者は、欧米の DMO のヒアリングを通じて、日本の観光協会との比較から、

DMOの組織設計とその運営にあたって欠かせない 7つのマネジメント特性を見

出した。それは、(1) 意思決定機関の存在感、(2)観光行政と DMOとの機能分担、

(3) プロパー職員による運営（専門人材の存在）、(4) 所属する DMOによる人事

評価、(5) 多様で安定的な財源の存在、(6) 多様なステークホルダーとの緊張感

のある関係、(7)確かな評価指標、である（表 1．参照）。 

 表１では、ロンドン＆パートナーズの「多様な財源の存在」（グレーター・ロ

ンドン・オーソリティは宿泊税などを取らず財源の 7 割は行政からの補助・助

成金）とメリーランド州 DMOを除いて一致している。欧米の DMOがなぜ成果

を上げているのかについては、少なくともこれらの項目が必要条件として機能

しているからではないかということが示唆される。そこで、これらの項目にどの
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ような意味があるのかを確認していきたい。相違点の多いメリーランド州 DMO

は、確かな評価指標を持ち成果を上げているものの行政組織内にあるため、ここ

では逸脱事例とする。 

 紙幅の関係から、ここでは 7つのマネジメント特性のうち、組織で働く「人」

に関わるマネジメント特性として、論点 3と 4について取り上げる。 

 

 

表１．欧米 DMOのマネジメント特性の一致点・相違点 

  出所：筆者作成 

 

４．古典的な組織管理論からの逸脱 

（１）出向者による組織運営の常態化 

 論点３はプロパー職員による運営である。観光協会はプロパー職員だけで運

営されていることは稀で、行政や旅行会社など民間企業からの出向者も職員と

して働いている。しかし、欧米の DMOには出向者がいない。筆者が近畿地区の

25の観光振興組織に実施したアンケート（2015 年）によると、係長級では 7割

を占めるプロパー職員が、課長級では 38％、部長級では 20％となり、行政や民

間企業からの出向者や OBが役職に就いている。 

出向者は基本的に限られた期間、出向先の組織にとって不足するノウハウ、ス

キルなどを提供する存在であり、契約期間の終了あるいは一定の役割を果たし

た時、その任は解かれ元の組織に戻る。いわば助っ人であり、半永久的に出向先

の組織にいるわけではないため、出向者のロイヤリティは出向元にあるのが一

般的である。また、日本の多くの観光振興組織は手弁当で出向を求めるケースが

論点１ 論点２ 論点３ 論点４ 論点５ 論点６ 論点７

意思決定機
関の存在感

行政との機能
分担の有無

プロパー職員
による運営（専
門人材の存在）

DMOによる

人事評価

多様な財源
の存在

（一般財源以
外の収入）

多様なステーク
ホルダー（行
政、観光事業
者、住民）との
緊張感のある

関係

確かな評価
指標

バルセロナ
（西）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ロンドン＆パー
トナーズ（英国）

○ ○ ○ ○
✖

助成金約70％
○ ○

ハワイツーリズ
ムオーソリティ
（米国）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

SFOトラベルアソ
シエーション（米

国）
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ビジット・ナパバ
レー（米国）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ワシントンDC
（米国）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

メリーランド州
DMO（米国、州
政府内組織)

×
政治に影響
を受ける

×
行政そのもの、
様々な規制

△
約3割は永続

的

×
州政府の評

価

×
州の一般財源

○ ○
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多いため、必ずしも出向先が求めるノウハウやスキルをもった人物が出向する

とも限らない。時には、出向者となる人物が出向元に適当なポストがないために、

ポスト確保を兼ねて出向してきているケースも見受けられる。出向者の多い組

織はポストの階層が上がっていくと専門連鎖が断ち切れ、プロパー職員の方の

スキルが高いため、適切な判断や指導ができないこともある。 

日産自動車の CEO であるカルロス・ゴーン氏は、「人間のモチベーションを

左右する最も重要なものは帰属意識」で、どこの社員であるかということが「と

ても重要であり、働く意欲の源泉になる」と述べている（日経新聞「私の履歴書」

2017年 1月 18日）。フランスの自動車メーカー「ルノー」の CEOも兼務し、グ

ローバルな企業間の提携を成功させてきた氏の言葉だけに重みがある。所属組

織に帰属意識を持つか否かは、組織運営において極めて重要な意味があること

を示唆している。 

ちなみに表 1．以外で、筆者がヒアリングした欧米の DMOも全てプロパー職

員による運営であった。 

 

（２）DMOによる人事評価 

 人事評価は所属する組織の中で行われると考えるのは常識的なことだ。海外

の DMO はプロパー職員だけで運営されているため、DMO の組織内で成果に基

づいた評価が行われている。しかし、日本の場合は、行政・民間からの出向とも

に出向元が人事評価をするケースが多いのが現状である。行政には「退職出向」

という実質的な派遣制度があり、その制度をつかって出向することもよくある。

公務員としての地位・身分を辞し、民間企業に「退職出向」することで移籍、一

定期間の出向の後に、再任用という形で公務員に戻る。一定期間後復職し、再任

用されることが担保されている。この場合でも出向元の行政が人事評価をする

ケースがみられるのは、制度の趣旨と齟齬があると言わざるをえない。 

 サラリーマンは評価のあり方、評価基準で働き方が変わるのは経験的にもよ

くわかることで、「ボーナスの増減がその評価で変わる」、「昇進・昇格がその評

価で早くも遅くもなる」とすれば、どちらに顔を向けて仕事をするのかは言うま

でもなく出向元となることは明らかである。観光振興組織のトップに企業の役

員経験者が就任し、民間企業での経験を地域の観光振興に活かすことが期待さ

れても、そのもとで働く出向社員が出向元によってコントロールされる余地が

あるとすれば、トップの知見はなかなか活かされない。 

 

こうした事実は、日本の観光振興組織は、古典的な組織管理の主要原則からか

け離れた組織マネジメントをしていることを意味している。 

① 階層性の原則 
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トップから最下層の者にいたるまで、組織における上司と部下の直接の権限

関係を明確に設定するという原則で、組織の様々な役職の「権限と責任が一致」

しなければならないことを指している。 

行政や民間企業から派遣をされて、観光振興組織の中で一定のポストに就く

となれば、「観光の仕事は初めてだ」ということは言い訳にはならない。自ら判

断する権限を持つということはその結果責任を取るということだが、一定のポ

ジションに立ちながら責任ある対応をしていない事例も存在する。 

② 命令一元化の原則 

複数の上司から命令を受けるべきではなく、命令は一元的に行なわれるべき

という原則である。 

行政や民間組織からの出向者が出向元から人事評価を受けているという現実

は、日常業務では出向先の観光振興組織の上司から指示命令を受けているにも

かかわらず、人事評価を好餌として出向元は出向者の行動をコントロールして

いるということで、複数の管理者から命令を受けるのと同じ結果を生んでしま

っている。こうした職員を抱える組織がまともな結果を出すとは思えない。 

③  専門化の原則 

組織の様々な活動は、職員が専門化することにより効率的に行うことができ、

それぞれの仕事に集中することで専門化が可能になるという原則である。 

行政職員は 2～3年単位での異動が当たり前になっている。また、自治体は複

数の部門にまたがって異動をするため、専門的なスキルや人脈が継承されづら

く、プロフェッショナルが育たないという人事制度上の課題がある。 

 

 日本の観光振興組織で、組織管理論の主要原則の欠落が見受けられるという

事実は、合理的な組織構造とはなっていない実態をあぶりだしている。日本版

DMO が成功するか否かの一つは、こうした DMO の組織自身のマネジメントの

あり方を、従来の観光振興組織とは違って、ある意味「常識的な」組織管理をし

ていくことなのである。普通の企業や行政では当たり前のように行われてきた

マネジメントを DMOでもしていくべきという、至極単純だが一方で本質的な問

題が、横たわっている。 

 

５．まとめ 

 観光地経営の主体となるべき組織のマネジメントのありようで、地域経済の

活性化に差がつくなどということは本来おかしな話であるが、組織構造の本質

をついていることとは理解されることであろう。しかし、行政とのかかわりをも

つ組織は容易く変わることはができないことも想定される。実際、「観光の外郭

団体だけを変えることはできない。すべての外郭団体の検証をしたうえでない
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とうまくいかない」との行政関係者からの指摘もある。 

 そうであれば、欧米流のマネジメントをすぐに日本版 DMOに取り入れるのは

難しいであろう。独白の財源を確保できなければ、行政からの補助や出向者なし

に地域の観光協会を連常していくことは困難だからである。そこで、行政と

DMOの役割分担を徹底することから始めることが重要だ。マーケティングはそ

のプロフェッショナルたる DMOがおこない、政策を遂行する行政は、観光関連

のインフラ整備、規制(緩和)、多様な財源の確保などを通じた観光地の魅力づく

りに注力すべきである（表２．参照）。自ずと良い緊張感のある関係が生まれ、

ミッションを遂行し KPI を達成するという循環を創る上げることができるであ

ろう。 

 

 「世界水準の DMO」は、デスティネーション・マーケティング、エリアマネ

ジメントにおいて結果を出す組織である。そのミッションを遂行するための組

織マネジメントが確立されることが必要で、その第一歩は観光行政とのしっか

りとした役割分担から始まる。 

 

表２．観光行政と DMOの役割分担 

 出所：高橋一夫（2017）『DMO‐観光地経営のイノベーション』 

 


















